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国民健康保険税率等改定にかかる中間まとめ 
令和３年（2021年）１１月 

 

  洞爺湖町国民健康保険運営協議会 

 

町から令和４年度（2022 年度）の税率等改定にかかる諮問を１０月２６日に受け、検

討を重ねてきました。次のとおり中間まとめとします。 

 

 

区   分 
応 能 割 応 益 割 

所得割 資産割 均等割 平等割 

医 療 分 

現  行 8.70％(29) 23.40％(56) 16,000円(166) 25,000円(106) 

諮問内容 8.70％ 23.40％ 23,000円(118) 25,000円 

増  減   ―    ― 7,000円 ― 

後期高齢 

者 支 援 

金 等 分 

現  行 2.00％(118) 9.00％(40) 4,000円(170) 6,000円(146) 

諮問内容 2.00％ 9.00％ 7,000円(113) 6,000円 

増  減 ― ― 3,000円 ― 

介 護 

納付金分 

現  行 1.10％(135) 4.90％(44) 4,500円(173) 4,500円(142) 

諮問内容 1.10％ 4.90％ 4,500円 4,500円 

増  減 ― ― ― ― 

※ 「現行」各欄の（ ）内の数字は令和３年度の洞爺湖町の北海道における税率（額）

の高い方からの順位（全 177団体） 

※ 「諮問内容」各欄の（ ）内の数字は令和３年度で比較した場合の洞爺湖町の北海

道における税率（額）の高い方からの順位目安 

※ 介護納付分は 40歳～64歳に対して賦課 

 

＜諮問内容＞ 

 ○医療分に係る均等割額について 7,000円引上げ、23,000円とする。 

 ○後期高齢者支援金等分に係る均等割額について 3,000円引上げ、7,000円とする。 

  ○合わせて均等割額を 10,000円引上げるもの。なお、介護納付金分の引上げはなし。 

 

＜諮問内容の改定率＞  

全体平均  ７．１６％ （１世帯当り平均  8,854円・１人当り平均  5,750円） 

  [医療保険分]   ６．５７％   [後期高齢者医療支援分]  １１．４９％  

 [介護納付分]   ０．００％ 
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改定の必要性についての検討 

①療養給付費が高水準 

 一人当たりの医療費が高止まりの傾向にあり、北海道内においても依然として高い位置

にあります。特に、令和元年度の１人当たり医療費は、前年度より順位は下げているもの

の全道・胆振平均を大きく上回っています。               （157保険者） 

 被保険者数 医 療 費 １人当たり医療費 道内順位（髙い順） 

平成３０年度 2,425人 964,821,090円 397,864円 7位 

令和 元年度 2,355人 895,467,850円 380,241円 14位 

令和 ２年度 2,238人 854,559,458円 381,841円  

 ※ 被保険者数は年度平均の数値である。 

 

②国保税賦課額・収入額の減 

 加入世帯数・被保険者数の減少等から、国保税の賦課額及び収入額が減少している。特

に、令和２年度の賦課額では前年度に比べ約 1,030 万円の減額となっている。１世帯当た

り・１人当たりでも同様に大きく減少している。 

 世帯数 被保険者数 賦課総額 1世帯当り １人当たり 

平成３０年度 1,604 2,468人 197,701千円 135,928円 91,456円 

令和 元年度 1,573 2,406人 192,214千円 133,095円 90,328円 

令和 ２年度 1,509 2,298人 181,863千円 130,067円 88,448円 

 ※ 各数値（世帯数・被保険者数・賦課総額）は、確定賦課時現在の数値である。 

 

③一般会計からの基準外繰入額が多額 

 年度によってばらつきはあるが、基準外（国保会計赤字分）繰入額が多額となっており、

この繰入れには、結果的に社会保険等加入者の税金からも支出されていることになる。 

 洞爺湖町国保は多額の赤字を抱えており、国指導の下、赤字削減・解消計画を提出して

いる。加入者の年齢構成や所得状況から、短期間での解消は困難と考えるが、公平の原則

から赤字額の削減を図っていくことが必要である。 

 被保険者数 A 繰入金総額 うち赤字額 B １人当たり額 B/A  

平成３０年度 2,425人 39,300千円 30,320千円 12,503円 

令和 元年度 2,355人 41,186千円 31,846千円 13,523円 

令和 ２年度 2,238人 61,739千円 54,141千円 24,192円 

※ 被保険者数は年度平均の数値である。 

●令和元年度決算における北海道内での基準外繰入れの状況 ある団体：92 団体 

             ない団体：65団体 

  うち赤字額がある団体：17 団体（洞爺湖町は、額が多い方から 8 番目） 

        ない団体：75団体 

  ※ 胆振管内では、洞爺湖町と豊浦町のみ 
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④町財政の見通し 

 合併後１０年が経ち、合併に伴う経過措置が縮小し、更にはコロナ禍における収入の大

きな落ち込みが予想される。一定額の基金があるとしても、町が適切な財政運営を継続し

ていくには、大きな課題があると思われる。 

 

⑤北海道策定の国民健康保険運営方針 

 平成３０年度に始まった国保の都道府県化では、北海道も市町村とともに国保の

運営に携わり、共に協力して運営するとされている。 

 国保の広域化に当たり北海道は、統一的な考え方を方針（国民健康保険運営方針）

として定めており、市町村はこの方針に沿った運営が求められる。方針では、「統一

保険料」を掲げており、赤字を抱えている保険者の解消も課題の一つとして掲げら

れている。 

  

 以上のことを総合的に検討すると、令和４年度において保険税率（額）の改定を行う必

要性は高いものと判断する。 

 

諮問の考え方の妥当性の検討 

①赤字削減・解消計画との整合性 

 平成２９年度策定の赤字削減・解消計画では、当初、解消予定額は 18,514千円と

それほど大きな額ではなかった。しかし、この赤字額は増加傾向にあり、町では令

和２年度に計画４年次である令和３年度からの税率引上げの議論をすべきところ、

コロナ禍のなか見送った。 

 会議の中では、全額解消した場合の税率試案の提示があったが、負担の大きさから「低

所得者に配慮する内容を」との意見が委員より寄せられた。このため、令和４年度改定に

あたっての諮問では、低所得者層の負担を抑えた内容となっている。 

 赤字削減の実施方法は、保険税の増額と国で定められた基準に基づく繰入金の増額によ

る赤字の削減である。 

 この考え方は、一般会計からの基準外繰入額の低減や赤字削減・解消計画を考量して妥

当であると判断する。 

 

②「医療分」「後期高齢者支援金等分」を改定 

 都道府県化後の市町村は、北海道が道内の保険給付の総額を予測し、市町村ごとの医療

費と所得水準を基に算定した「国保事業費納付金」を納めることになっている。しかし、

全道で負担しあう仕組みになったとはいえ、洞爺湖町の医療費は高止まり傾向にあり、後

期高齢者医療制度を支える仕組みである納付金の負担も大きい。こうしたことから、この

２区分を改定するというものである。 

 この考え方は、「標準保険料率」を参考に保険税率をとの国民健康保険運営方針からみて

も妥当と判断する。 
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③「応益割」の改定 

 世帯の所得等に応じて賦課される「応能割」（所得割・資産割）と所得に関係なく一律に

賦課される「応益割」（均等割・平等割）の比率について、北海道が示す国保事業費納付金

の算定結果で示される標準保険料率では、国基準の 50：50 より応益割に率がよっている。

これは、北海道全体の平均所得が全国平均より下回っているためである。 

 しかし、洞爺湖町の令和３年度の賦課状況を見ると 62.0：38.0と「応能割」が高く「応

益割」の比率が低い。今回の改定は、そこの底上げを図っていこうとするものである。 

 

改定率の適切性の検討 

①北海道内における各料率の比較 

北海道内では、広域連合により国民健康保険を運営している町村があり、157団体が保険

者となっている。税率は 177団体で定められている。 

現行、均等割では、「医療分」「後期高齢者支援等分」「介護納付金分」のいずれにおいて

も、北海道内 177団体中、税額の高い順から 166位～173位と低い位置にある。諮問内容ど

おりに引上げしても順位的には若干上がるが、113位～118位程度となり、決して高い額と

はならない。低所得層への大幅な負担増に配慮したことによるものであるしている。 

 

②都道府県化下における標準保険料率との整合性 

 平成３０年度に始まった国保の都道府県化では、北海道が示す標準保険料率を参

考に税率を定めることとされており、現行税率と乖離幅の大きい均等割の引上げは

妥当な判断と言える。 

 なお、賦課割合を見ても均等割の引上げは、応能割を引下げ、応益割を引上げる

ことに寄与する。 

 

 また、額の妥当性では、洞爺湖町国保の「所得階層別世帯加入状況」を見ると１

人世帯での加入が多く、仮に今諮問内容での削減予定額を平等割額に置き換えた場

合、引上幅は諮問内容より重くなる恐れがある。 

 

以上の状況を検討すると、諮問内容は適切と判断する。 

 

 


